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所長からのご挨拶
2012年、WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸センター：WKC）

の研究活動は世界的な公衆衛生の重要な発展に寄与し、またセンターとし

ても今後の課題を明確にすることができました。

明らかとなった今後の課題には、非感染性疾患や高齢化（さらには超高

齢化）がもたらす問題に対する認識が高まったこと、そして加盟国やWHO

事務局長が世界の全ての人々が安心して必要な保健医療サービスを享受

できるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health Coverage：

UHC）の実現が挙げられます。WKCの都市化と健康に関する専門知識は、

今日注目されている健康の社会的決定要因を反映し、健康格差の問題を主

眼におき、そして都市化による健康への影響や可能性を分析することによって、長年にわたって蓄積されてきました。この蓄

積された専門性は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの課題に対して貢献できる重要な機会を生み出しています。

WKCはこれまで17年間にわたり、都市部のすべての人々の健康に関するビジョンと戦略的方向性を持つ、都市部の健康に

関する中核的研究機関として評価されてきました。世界規模での人口構造の変化を受けて、「高齢化と健康」をテーマとした

2012年の世界保健デーでは、WHOそして国際社会が、高齢者が健やかな人生をより長く過ごせる可能性を最大限に高める

新しい道筋が示されました。

日本、そしてアジアの国々から発想を得て、WKCでは、その専門性を生かして、世界中の多くの国や地域社会が直面する

高齢化という難問に取り組んでいます。WHOの諸部門と連携をとりながら、WKCは革新性のある技術的・社会的解決策の

提案に焦点を当てています。シンプルかつ安価で永続性があり、社会的にも受入れ可能で、各国の事情に応じてその国の優

先課題に対応できるような、統合的な方策が求められているのです。

2012年、WKCは世界中の都市や国々を支援し、国際的な成果を上げました。この年次報告書でご報告するように、証

拠基盤を強化し、ツールや指針を整備し、多くの国の能力向上を支援しました。「都市部の健康評価」「都市部の保健行政」

「都市部の健康危機管理」といった分野での活動が挙げられます。特に、地元、地域、そして国際レベルでの様々な研究機関や

大学、行政機関、そして多岐にわたるパートナーとの継続的な協力体制を、今後も継続し活用していきたいと考えています。

これらの成果を上げることができたのは、神戸グループ（兵庫県、神戸市、株式会社神戸製鋼所、神戸商工会議所）によ

る変わらぬご支援とご協力によるものであり、ここに心より感謝申し上げます。

今後もWKCは世界中の人々の生活を向上させるために尽力していきます。これまでの業績を糧として、高い専門性と断固た

る決意をもって、都市環境に生きるあらゆる人が健康を保ち、高齢者が実り多い人生を送れるよう、今後の課題に取り組みた

いと考えています。

WHO 健康開発総合研究センター所長
アレックス・ロス
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今後数年以内に、歴史上初めて、世界

規模で65歳以上の成人の数が５歳未満の

子どもの数を超えます。これは、社会経

済の発展および塩分摂取や喫煙の低減と

いった公衆衛生の介入がもたらした、顕著

な世界的功績であり、乳幼児の死亡率が

低下したことの結果でもあります。

世界の高齢者人口は2050年までに３倍

に増加して20億人に達し、地球上の５人

に１人が60歳を超えると予測されています。

今後30 ～ 40年間にわたり、平均寿命と

高齢化は世界中で拡大を続け、特に開発

途上国と中所得国で最も顕著になるとされ

ています。80歳以上の人口は、20世紀半

ばでは全世界で1400万人程度でしたが、

2050年までには中国だけでも１億人、全

世界では４億人に達すると予想されていま

す。

世界的な高齢化により多くの機会が与

えられる一方で、国や都市、地域社会や

家族にとってこれまでにない新たな課題が

浮上しています。WHO「世界疾病負荷：

2004年改訂版」では、60歳以上の全人

口の46％が、何らかの障害を抱えているこ

とが示唆されています。高齢者や75歳以

上の人口が更に増加すると、医療および社

会サービスに対する需要が拡大し、国家の

保健・福祉に関する予算や家計費を圧迫す

ることになります。

これに対して各国は、健康的な生活習

慣を促進し、生活の質を向上させ、世代

を超えた社会とのつながりを促して孤立を

予防し、社会・経済・環境面での政策を

支援するとともに、疾病、障害、認知症

の期間を最小限に抑えるよう求められてい

ます。高血圧症、喫煙、運動不足、不健

康な食生活、過度な飲酒といった、疾病

の危険因子を低減させることで、個人や医

療システムの高額費用負担を伴わずに、病

気を予防し、有病の期間を短縮し、生活

の質を向上させることができます。

60歳以上の人々の健康を阻害する原因

には、視覚障害、難聴、変形性関節症、

虚血性心疾患、認知症、慢性閉塞性肺疾

患、心血管疾患、がん、脳卒中、うつ病、

関節リウマチなどがあります。これらは高

所得国と低所得国で類似しますが、高所得

国に比べると低所得国での有病率は２倍か

ら６倍と高くなっています。

さらに、認知症などは、介護者や介護

施設、地域社会にとって、潜在的な「時限

爆弾」となります。介護費用が家計を圧迫

するだけでなく、地域や国の保健予算への

負担も増えるからです。高齢者は一度転倒

すると自分で動くことができなくなり健康

状態が急激に悪化するリスクが生じるとい

う研究結果も示されていることから、転倒

には特に気をつける必要があります。

また、世界全体で１億500万人の人が車

いすを必要としていると推定されています。

低・中所得国では、補助的な器具や技術

を必要とする人のうち、実際に適切な機器

を利用できているのは5 ～15％に過ぎませ

ん。補聴器の製造および販売業者の推定

によると、現在の補聴器の生産数は世界

の需要の10％未満も満たしておらず、開発

途上国では実際に満たされている補聴器の

ニーズは３％に過ぎません。

高齢化は、都市化や技術の変化、グ

ローバリゼーションといった世界の主要な

保健動向と相互に関連しており、社会の

構造や関係も変化させます。これにより、

公衆衛生や都市計画の立案者、そして多く

の事業部門にとっても、支援となる解決策

や政策・プログラムをより良く計画・適用・

開発する好機にもなります。

高齢化や非感染性疾患に対する取り組

みへの要望の増大に応えるため、WHO

は2012年に健康な高齢化のためのイノ

ベーションに焦点を当てた方針を打ち出し

ました。

その中で、WHO事務局長は、厳しい財

政状況、医療従事者の不足、貧困層を抱

えている国における予防可能な死をなくす

ために、戦略的イノベーションが果たす重

要な役割について概要を示しました。イノ

ベーションは、簡潔性を重視するべきであ

り、経済的に実行可能でなければなりませ

ん。

事務局長は、演説の中で「人々の期待

が高まる一方、コストが上昇し、予算が縮

小する中で、我々はかつてないほどイノベー

ションに注目する必要性に迫られています。

社会の関心と要望への対応に最も役立つ、

ふさわしい種類のイノベーションが必要で

す。現代ではイノベーションの真の特質は

簡潔性の中にあり、画期的な介入策の開

発を目指し、使い勝手がよく妥当な価格で

入手できることを目指した、経済的かつ戦

略的なイノベーションが必要なのです。」と

述べています。

出典：「世界疾病負荷：2004 年改訂版」WHO、ジュネーブ、2008 年

図１：国の所得階層別、障害と関連のある主要疾患別、
　　　60歳以上人口における中等度から重度の障害者数（単位：100万人）

高所得国 中・低所得国
視覚障害 15 94.2
難聴 18.5 43.9
変形性関節炎 8.1 19.4
虚血性心疾患 2.2 11.9
認知症 6.2 7
慢性閉塞性肺疾患 4.8 8
脳血管疾患 2.2 4.9
抑うつ症 0.5 4.8
関節リウマチ 1.7 3.7

I.	 健康な高齢化のためのイノベーション
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II.		公衆衛生の世界的状況と
	 WHO神戸センターの取り組み

設立以来17年間にわたり、WKCでは、

「都市部のすべての人々に健康を」とい

うビジョンと戦略的方向性（2006-2015

年）を追及してきました。現在、世界の

人口の半数以上が都市部で暮らしていま

す。都市生活者の世界人口に占める割合

は、2030年 ま で に60 ％、2050年 に は

70％に達すると予測されています。人口

の過密と、都市の政治的・社会経済的重

要度を合わせて考えると、加速する都市

化は、21世紀において重要かつ世界的

な保健課題のひとつであると同時に、行

動を起こす機会でもあることが分かりま

す。特に、開発途上地域にある都市は、

基礎インフラや上下水道設備、教育、保

健サービスなどを利用できない貧しい都

市生活者の増加といった問題に直面して

います。こういった現状は、ユニバーサ

ル・ヘルス・カバレッジの達成、保健

サービスへの公平性の確保および都市化

がもたらす人々の健康に対する影響にど

のように配慮していくかという課題に対

して、教訓の集積と課題を考察するため

の基盤を提供しています。

2010年に発表された神戸行動宣言１に

続いて、WHOの地域委員会により「都市

化と健康」に関する３つの決議が採択さ

れたことにより、より多くの政府や機関

が、都市部の健康格差や都市環境での健

康の促進といった問題に注目するように

なりました。

この課題は、持続可能な開発をテーマ

とする「国連持続可能な開発会議（リオ

＋20）」とその成果文書（2012年６月）

でも大きく取り上げられ、会議では潘基

文（パン・ギムン）国連事務総長もこの

課題について地方政府組織に対する演説

を行いました。また、この課題について

はWKCが積極的に参加したものも含め、

多くの議論やフォローアップ計画が実行

されており、ポスト「非感染性疾患の予

防および管理に関する国連総会ハイレベ

ル協議の政治宣言」の議論にも活用され

ています。また、2012年9月、イタリ

ア・ナポリで開催された半年毎の国連人

間居住計画（UN-HABITAT）の世界都市

フォーラムでは、WKCも積極的に参加し

ました。

年々、国際社会そして国家レベルの政

策立案者が地方自治体の指導者に実際の

政策施行を任せる傾向が強くなってきて

います。今日の健康課題を解決するにあ

たり、地方自治体の指導者が果たす役割

はさらに重要になっています。都市部の

健康を主流化するためには、健康格差の

問題に焦点を当てると共に、パートナー

や国連機関、そして様々なレベルの政府

組織との協力が不可欠です。また、大規

模な自然災害が発生すると、政治や社会

経済において都市が中心的な役割を果た

していることが実感されます。

2012年、世界的な健康促進のための

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを要

望する声は多くの国で起こり、2015年以

降のポスト・ミレニアム開発目標アジェ

ンダの保健分野の中にも取り入れられて

います。

WKCの長年にわたる健康の社会的決定

要因や健康の公平性に関する専門性と研

究実績は、健康の社会的決定要因への取

り組みを重視した包括的な健康管理の必

要性を補完し、ユニバーサル・ヘルス・

カバレッジに対する議論へ大きく貢献す

ることができます。ユニバーサル・ヘル

ス・カバレッジを実現するには、利用者

から提供者、研究者から政策決定者、そ

して社会科学者から医療専門家まで、保

健システムに関与するあらゆる人々の協

力が不可欠です。

2012年を通して、WKCは都市におけ

る健康の公平性の問題を主流化する努

力を続けてきました。具体的には、（a）

WHO地 域 事 務 局 と の 連 携、（b）UN-

HABITATとの関係を強化することによっ

て（WKCは、WHOとUN-HABITATと の

組織的な覚書を管轄しています）、今後

３年間のWHOとUN-HABITATとの連携

事業のために優先分野を特定する新たな

リーダーシップの発揮、（c）Metropolis

（世界大都市圏協会）やUCLG（都市・自

治体連合）など地方自治体間ネットワー

クとの協力体制の継続、（d）都市健康国

際学会やその他同様の組織間ネットワー

ク、地元および国際的な研究機関との緊

密な連携を図ってきました。

世界保健デーは、世界保健機関（WHO）

が設立された1948年４月７日を記念して制

定されたものです。2012年の世界保健デー

のテーマは、Ageing and Health（高齢化と

健康）であり、"Good health adds life to 

years" （健康であってこその人生）がスロー

ガンでした。このテーマは、65歳以上の老

年人口の割合が世界最大である日本にとっ

て、特に関わりの深いテー マです。日本に

あることを活かし、WKCでは日本における

高齢化と健康に関する重要課題を反映した

世界保健デーの公式イベントを神戸で開催

しました。今後も、国内の研究者と協力し、

健康であってこその人生を促進できるような

政策や介入策を提案するための研究を継続

します。

世界保健デー 2012記念フォーラム（４月７日）
『健康な高齢社会を目指して～世界最長寿国日本の軌跡と今後の展望』

１ 参照：http://www.who.int/kobe_centre/publications/ja_kobe_call_to_action.pdf
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III.	2012年	の主な成果　
WKCフォーラム
｢世界保健デー 2012
高齢化と健康｣
（４月、日本・神戸）

高齢化が進む日本に所在している
ことを活かし、高齢者が健やかな
人生をより長く過ごせるような方
策を見出すため、科学的知見や日
本の経験について議論しました。

WHO専門家会議：
都市部の健康危機管理のための戦
略的方向性
（６月、タイ・バンコク）

この会議は、都市の優先課題を特定するた
めに開催された初めての専門家会議で、都
市部で健康危機管理を強化する必要が指
摘されました。会議の結果は2015年に改
訂される「兵庫行動枠組」に反映される予

定です。

第１回高齢者に優しい都市グロー
バル・ネットワークの指標開発に
関する専門家会議
（８月、スイス・サンクト・ガレン）

試験的導入に向け、国際的な専門家や
自治体代表者により、都市やコミュニ
ティの加齢適合性の評価指標リストが策
定されました。

たばこか健康か世界会議：
ワークショップ「禁煙都市を目指して」
（３月、シンガポール）

多数の都市レベルの政策決定者やたばこ
規制の主唱者に対して、禁煙都市を目指
すためのツールを紹介しました。

第11回高齢化世界会議：
日本老年学的評価研究の発表
（６月、チェコ共和国・プラハ）

日本の都市に居住する高齢者の社会保
健データを相互作用的なデータマッピン
グツールを用いて解析した結果を、日本
福祉大学と共同で発表しました。

WHO南東アジア地域での
第１回アーバンハート・地
域ワークショップ
（11月、インド・ニューデリー）

南東アジア地域のWHO加盟国
10カ国から政府関係者や自治
体職員が参加し、自国の都市で
アーバンハートを実践するための
事業計画の準備を行いました。

WHO看護協力センター
グローバルネットワーク第9回学術集会
（７月、日本・神戸）

WKCは、WHO看護協力センターグローバル
ネットワークとの連携を強化しています。本会
議は、ヨルダン王国のムナー・アル＝フセイン
王妃により開会宣言がなされました。

専門家会議：
多部門連携による保健事業にお
けるツールとしての影響評価
（６月、日本・神戸）

国際的な専門家や政策決定者により、
政策決定者を支援し多部門連携による
保健事業を持続するためのツールとして
の影響評価の有効性を検証しました。

WKCフォーラム
｢世界禁煙デー2012　
たばこ産業の干渉を阻止しよう｣
（５月、日本・神戸）

75名以上が参加し、日本のたば
こ規制政策へのたばこ産業の介
入について、意見交換を行いま
した。

第５回アジア防災閣僚級会議：
WHOサイドイベント「都市の緊急事態
と健康―減災に投資する都市」
（10月、インドネシア・ジョグジャカルタ）

本会議の成果は、アジア太平洋地域の防災に
関する2012年ジョグジャカルタ宣言の原案に
反映され、2013年５月に開催予定の減災グ
ローバル・プラットフォームにも盛り込まれる
予定です。

第５回 健康都市連合国際大会：
「すべての政策において健康の視点
の考慮（HiAP）と非感染性疾患」
講座
（10月、オーストラリア・ブリスベン）

非感染性疾患プログラムを例題とし、す
べての政策に健康の視点を盛り込む必要
性および都市における多部門連携による
保健事業に関す
る情報提供を行
いました。
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注：ここに記載したのは、2012 年の成果の一部です。
　　詳細については「 IV.WHO 神戸センターの研究分野における進展」ご参照ください。

WHO健康の公平性促進の
ための国家間ワークショップ
（９月、エジプト・カイロ）

東地中海地域の4カ国より政府関
係者を集め、都市部における健康
向上のため、健康の公平性や多
部門連携に関する能力開発ワーク
ショップを実施しました。WHOに
対し、参加者からアーバン・ハート
に危機管理の指標リストを加える
ことが提案されました。
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年には、人口保健調査（DHS）のデータ

ベースをもとに、低・中所得国67カ国につ

いて、21種類の指標の分析を新たに行い

ました。それを基にした新しい表、グラフ

や国別の分析表は、2013年に公開する予

定ですが、そこでは健康格差や非感染性

疾患のリスク要因に取り組む必要性を強調

しています。

基準の策定という点においては、WKC

は各都市が使用できるような都市健康指

標や評価方法についての新しい指針を国

際的な専門家と共同で開発しています。加

盟国の保健当局や他の政策立案者などか

らの要望に応えて、WKCは都市健康指標

（Urban Health Index：UHI）を開発しま

した。この複合指標の開発にあたり、算

出方法については標準化しましたが、その

要素となる個々の指標については、ある

程度柔軟性を持たせました。それによっ

て、健康の決定要因あるいは健康アウトカ

ムの複合指標として利用することが可能で

あり、また各地域の状況に適合させること

もできます。都市内あるいは都市間の健康

格差を評価する際の貴重なツールとなると

考えられます。

また、WKCは日本福祉大学の健康社

会研究センター（名古屋市）と協力して、

高齢化社会における健康評価法の開発を

行っています。これに関わっている日本の

研究者グループは、日本老年学的評価研究

（J-AGES）を基に、介護保険の総合的政

策評価ベンチマークシステムの開発を進め

ています。その中で、特に小区域間の健

康格差に着目したため、WKCは、そのベ

ンチマークシステムに、アーバンハートの

手法を取り入れ、整合性を持たせるために

技術的な協力をしました。この手法を用い

て、実際に神戸市の高齢者の健康におけ

る地域間格差の評価が行われ、市の様々

な行政部門の担当者が参加して、その評

価結果を討議し、それに基づいて政策や

事業を提案するという研修会も行われまし

た。

この取り組みは、都市やコミュニティの

加齢適合性（Age-Friendliness）の評価

指標開発という、WKCが主導する新しい

イニシアチブにも役立てられています。これ

らの評価指標は、主に「WHO高齢者に優

しい都市やコミュニティのグローバルネット

ワーク」に参加している都市での採用を想

定して開発に取り組んでいますが、他の地

IV.	WHO神戸センターの研究分野における進展
	 A.	都市部の健康評価

都市部の健康評価（UHM）の分野では、特に都市環境に関わる、様々な健康の決定要因、健康アウトカム、そして公平性の側面に

ついて、数値化するための指標や評価方法の開発に取り組んでいます。優れた評価方法は、監視や評価のための重要なツールであり、

都市の健康と格差の是正を目指す政策やプログラム、将来的な研究の基盤となるエビデンスの形成に欠かせません。

UHMの目的

 加盟国が都市の健康格差の問題を測定、理解し、政策や事業の影響を評価できるようにする

主な研究領域

・アーバンハート（都市における健康の公平性評価・対応ツール）

・都市部の健康観測所

・都市部の健康指標と評価方法

 ・  都市やコミュニティの「加齢適合性（Age-Friendliness）」

　　 を監視するための指標セット

 ・  都市健康指標

 ・  「日本老年学的評価研究と健康の公平性評価・対応

ツール（J-AGES HEART）」に関する共同研究

 ・  多部門連携による保健事業を促進するための影響予測

評価（都市部の保健行政（UHG）チームとの共同研究）

2012年の主な成果

WHOの成果管理システムおよびWKCの2011 ～ 2015年の戦略に示されてい

る目標値に対する進歩

アーバンハートとは、都市の政策立案

者と当該コミュニティが健康格差是正に取

り組む際の、データ収集や効果的な対策

の計画といったプロセスを標準化したツー

ルです。その開発の過程においては、知

識を行動（政策･事業等）に転換するため

のツール開発・実地試験・導入・評価とい

うWKCの一般的な手法が示されています。

2010年の発表以来、アーバン･ハートは、

WHOの全地域において、地元の保健当局

を通じて導入されました。最初に導入した

のは主に低・中所得の地域でしたが、今で

は高所得国にも採用され、小さな島国でも

初めて使用されることになりました。2012

年には、エチオピアやフィジー、エジプト、

インドにおいて、現地の能力開発のため

に、アーバンハートの研修ワークショップ

を開催しました。さらに、7ヶ国13都市で

のアーバンハートの実施を個別に評価し、

現地から教訓を得ました。今後もアーバン

ハートのグローバルな普及に努めると同時

に、評価結果に基づいて、ツールそのもの

に補正や改良の余地がないか検証を重ね

る予定です。

しかし、地方や都市のレベルでは、デー

タ不足の問題が繰り返し浮上しています。

これを受けてWKCはWHO国際健康観測

所（WHO Global Health Observatory）

に都市部の健康をテーマとしたウェブページ

（www.who.int/gho/urban_health） を 立

ち上げ、そこに都市の健康に関する世界中

のデータや情報を蓄積しています。2012

新規あるいは
更新データが
公開となった国数

アーバンハート
の影響評価を
行った都市数

国の政策として
アーバンハートの
導入支援を決定
した国数

アーバンハート
を導入した都市数

2015年までの目標値
2012年までの達成値

4034

3 3
144

70
56

都市部の健康評価
2012年までの成果

htt p://www.who.int/kobe_centre/measuring/ja/index.html9 10



都市健康指標の開発―ジョージア州立大学との共同研究
域が採用することも可能です。2012年

に催された最初の国際専門家会議では、

指標の一次選考を専門家が行いました。

2013年には、これらの指標について予

備調査を行なう予定です。

また、WKCは、都市部の保健当局が

それぞれの都市部の健康観測所（local 

Urban Health Observatory）を立ち上

げるための手引きの開発も始めました。

都市部の健康観測所の主な役割は、多

部門連携の調整を通じた、その地域独自

のデータの収集および処理と、その解釈

に基づく的確な情報の発信です。それに

よって、地元の政策立案者が、当該都市

における保健に関する優先課題を解決す

る際に必要となる情報が入手可能となり

ます。

2011年の非感染性疾患の予防および

管理に関する国連総会の政治宣言と、健

康の社会的決定要因に関する世界会議

において発表されたリオ政治宣言では、

多部門連携による保健事業の実施につい

て、国際的な指針の必要性が強調されま

した。WKCはそれに応えて、多部門連携

による保健事業を促進するツールとしての

影響予測評価（インパクト・アセスメント）

の使用に関する専門家会議を開催しまし

た。この会議には、様々な政策決定者

や影響予測評価の実践者、研究者や国

際機関の代表者などが参加しました。会

議の結果、多部門連携による保健介入

策の影響を評価する必要性が改めて認識

され、その上で、その必要性を擁護する

内容の簡潔な政策提言文を、特定の政

策決定者（保健部門、非保健部門、メ

ディア・一般市民、民間セクター）を対

象に、WKCが作成することが勧められま

した。WKCは、2013年内にこれらの政

策提言文を完成し配布できるよう作業を

進めています。

健康格差の監視は、特に貧富の差が激しく健康格差が広

がりやすい都市部において重要な作業です。都市部の健康を

表すために、非常に多くの指標を用いることがよくありますが、

そのような情報を理解するのは困難です。したがって、重要な

データをまとめた複合的な指標を使って一つの数値で表すこと

には利点があると考えられます。

WKCは、ジョージア州立大学の公衆衛生研究所（アメ

リカ・アトランタ市）と協力して、都市健康指標（Urban 

Health Index;　UHI）を開発しました。これは、小区域やよ

り広い地域での健康の決定要因や健康アウトカムに関する

情報を適切に集計して表すことができる指標であり、これを用

いて健康格差やその格差の地理的パターンを特定できます。

UHIは柔軟なツールであり、その内容（構成要素となる各指

標）ではなく、方法（算出法）を標準化することに重点が置

かれたため、各地域の特徴に合わせて調整して、評価や監

視、政策決定などに応用することができます。

現在、中国、アメリカ、日本、イギリスなどのデータを用

いて、UHIの妥当性や有用性を検証していますが、ジオコード

（地理情報）の付いた、小区域レベルの健康関連データの

不足が大きな課題となっています。

このようなツールの活用によって、自治体レベルの政策決

定者や都市計画担当者がユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

を推進していく上で重要な情報を得ることが可能となります。

アメリカ・アトランタ市と日本における
UHI（都市健康指標）適用結果

IV.	 WHO神戸センターの研究分野における進展
	 A.	都市部の健康評価

htt p://www.who.int/kobe_centre/measuring/ja/index.html
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IV.	WHO神戸センターの研究分野における進展
	 B.	都市部の保健行政

WKCでは、2009年より多部門連携に

よる保健事業（ISA）に取り組んでいます。

国や地方の政策決定者に対して実証に基

づいた提言を行い、ISA2を促進するため

の具体的な手順を決定することに注力して

きました。この手順は、非感染性疾患の

予防および管理に関する国連総会の政治

宣言にも盛り込まれています。2012年、

WKCでは、ISAにおける地方自治体の役

割についての応用研究を引き続き行いまし

た。2012年９月にはイタリア・ナポリで開

催された世界都市フォーラムのサイドイベ

ントで、2012年10月にはオーストラリア・

ブリスベンで開催された第５回健康都市連

合国際大会の能力強化ワークショップで、

その成果を発表しました。さらに詳しい

指針を求める加盟国からの要望に応えて、

WKCはWHO地域事務局と協力し、特に

都市部におけるISAの事例を追加発表して

います。また、WKCの支援のもと、WHO

東地中海地域事務局では、事例研究のま

とめである「都市部におけるプライマリー・

ヘルスケアの提供の成功例」と「非感染

性疾患の発症に対する都市化の影響」を

発表しました。また、WKCは、各国の健

康増進に携わる財団が健康増進のための

資金提供という役割を超えてISAを促進し

ていく方法について、研究を進めています。

また、UN-HABITATとの連 携のもと、

ISAと都市部の公平性を促進するための重

要戦略として健康に配慮のある都市計画を

前進させる研究も継続しています。具体的

には、アジアの都市における事例研究を

支援しています（UN-HABITATでも、アフ

２ 参照： http://www.who.int/kobe_centre/interventions/intersectorial_action/ja/index.html

都市環境における健康の公平性を促進させる上で効果的な戦略や介入策は既にいくつか存在しますが、今後ますます都市環境が複雑

化し、都市毎の状況も多様化していく傾向を考慮すると、WKCではあらゆる状況に通ずる「万能対策」はないと考えています。その代わ

りに、それぞれに課題を抱える多くの都市の経験を分析して得られたエビデンスからの教訓、そして都市間の情報共有の促進を図ってい

ます。

兵庫県神戸市の路上喫煙を規制する条例の影響評価

WKCでは、神戸市での路上喫煙規制に関する兵庫県の

新条例の健康への効果を評価する調査を行いました。調

査には、神戸薬科大学臨床薬学研究室、産業医科大学の

大和浩教授、関西学院大学国際教育・協力センターの日

加大学協働の学生にご協力いただきました。日本で路上喫

煙を規制する条例のほとんどは、環境問題対策として導入

されており、路上での受動喫煙の機会を減らし喫煙者の禁

煙を促すという観点からの健康への影響はこれまで検証さ

れていませんでした。調査の結果、条例は高いレベルで遵

守されていること、アンケートへの回答に協力して頂いた

歩行者が喫煙者かどうかによって規制に対する意識や遵守

状況に違いがあることや、屋外の喫煙コーナーが、その周

辺地域でのタバコの煙の大きな発生源となっていることが

分かりました。これらの調査から、政策やさらなる研究に

対する細かい提言がまとめられました。

リカの都市における事例研究を支援してい

ます）。

2012年、WKCでは禁煙都市プロジェク

トの総括として、禁煙都市を進める要とな

るガイドライン「禁煙都市を目指して」お

よびそのトレーニングの手引書（講師用

と受講者用の教材を含む）を発表しまし

た。これらは、WHO本部のたばこのない

世界構想（TFI）部署やWHO西太平洋地

域事務局のTFIチームと共同開発したもの

です。2012年３月、シンガポールで開催さ

れた「たばこか健康か世界会議」では「禁

煙都市を目指して」のトレーニング・ワー

クショップを実施しました。また、世界的

な活動を地元市民に理解してもらう取り組

みとして、禁煙都市プロジェクトの一環と

して日本のたばこ産業による介入戦略を調

査する２つの補完的な研究プロジェクトと、

国内の大学2校と協力し神戸市での路上喫

煙規制に関する兵庫県の新条例の健康へ

の効果に関する研究を実施しました。さら

には、世界禁煙デー 2012にあたり、神戸

市で公開イベントを開催、たばこ産業の介

入の問題を大きく取り上げました。

また、WKCでは都市部の保健行政に関

する専門知識を活かし、2013年６月にフィ

ンランド・ヘルシンキで開催される「Health 

in All Policies（全ての政策に健康の視点

を）」をテーマとする第８回健康増進世界

会議を支援しています。この会議でWKC

は、（a）地方自治体の役割について、（b）

ISAを促進するための影響評価ツールの活

用、（c）都市計画と健康増進、という３

つのテーマについての議論を主導する予定

です。

UHGの目的

健康の公平性を促進するために、各都市がWHOの指針およびガイドラインを導入するよう促す

主な研究領域

・  健康のための多部門連携事業

・  健康に配慮のある都市計画

・  禁煙都市プロジェクト

・  健康のための多部門連携事業を促進するための影響評価

（都市部の健康評価（UHM）チームとの共同研究）

2012年の主な成果

WHOの成果管理システムおよびWKCの2011 ～ 2015年の戦略に示されて

いる目標値に対する進歩
多部門連携事業に
基づき実施された
国家政策数

健康に配慮のある都市計画
の一例として「元気で活発
な都市づくり」ガイドライン
を導入した都市数

禁煙政策を導入した
都市数

15

8

21

15

5

2015年までの目標値
2012年までの達成値都市部の保健行政

2012年までの成果
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都市部の気候変動と健康に関する調査

2012年の時点で、WKCでは気候変動と健康に関する9つ

の研究プロジェクトを支援しています。実施地域は、ボリビア

のラパス、ブラジルのベロオリゾンテ、中国の上海、インドの

コルカタ、兵庫県、ネパールのジャパとカトマンズ、タイのバン

コクで、各地の研究機関と共同で実施しています。

研究では、遡及データを用い、以下に焦点を当てました。

（1）気候変動と感染性疾患、（2）健康の「相乗便益」、

（3）保健と環境行政、（4）気候変動と健康への影響に関

する都市の保健システムの対応力評価。

継続中の研究も含まれますが、いずれも、実証となるデータ

を集め、気候変動が健康に及ぼす影響に注意を喚起し、気

候変動への適応と緩和に向けた

戦略を立てるというWHOの総合

的な取り組みに関連しています。

WKCの役 割は、WHO地 域 事

務局や各部署と協力し、科学的

な証拠に基づいた政策を立案す

ることで保健システムを強化し、

異常気象や急激な海面上昇と

いった気候変動によって引き起こ

される健康への脅威に都市が対

処できるようにすることです。

IV.	WHO神戸センターの研究分野における進展
	 C.	都市部の健康危機管理

WKCの健康危機に関する戦略的役割

は、WKCの所在地が兵庫県神戸市であ

ることと、災害リスクの軽減と防災という

WHOの研究領域との歴史的関係から生じ

ています。「兵庫行動枠組2005-2015：

災害に強い国・コミュニティの構築に向け

て」の策定と実施においてWKCが継続的

に貢献してきたことや、最近では、WHO

西太平洋地域事務局と連携して東日本大

震災の被災地で健康危機を調査し、保健

システムの復旧に携わったことなどがよく知

られています。

UHEMの分野でWKCが2012年の到達

目標として掲げたのは、（１）都市部の健

康危機管理の戦略的方向性を決定する、

（２）地方自治体や国への支援を増強する

ために既存の連携をさらに強める、（３）地

球規模での災害リスクの低減、防災、対

応力、復興を支援する、の３点です。

2012年にWKCがタイ・バンコクで開催

した会議では、WKCは健康危機に関する

戦略をまとめました。この戦略の中で、都

市レベルでの防災および災害管理活動に

おいて「回復力」のコンセプトを思想的に

も実践的にも、その中心に据えることの必

要性を強調しました。

加えて、WKCは様々な取り組みを開始

しています。例えば、健康危機において役

立つ可能性のあるイノベーションや技術的

ニーズの調査、都市部の健康危機に関す

る主な政策の再考察、都市部の健康危機へ

の備えに対するチェックリストの作成などで

す。加えて、都市部の気候変動や健康に

関する研究を、各地域事務局と協力して実

施しています。

その他の主な活動としては、都市部の

健康評価チームと協力して、都市災害に

関する指標を応用し発展させて、アーバン

ハートの新モジュールを開発しています。

そのほかのUHEMチームの重要かつ先

駆的な研究に、「兵庫県地方自治体におけ

る災害保健医療システムおよび関連技術

支援強化・イノベーションをめざすリーダー

シップ養成プロジェクト”City Leadership 

for Health Innovations and Technologies 

in Emergencies （City LHITE）”」があり

ます。この事業はひょうご震災記念21世紀

研究機構（HEM21）から助成を受けてい

ます。このプロジェクトで焦点を当ててい

るのは、都市部の健康危機管理者を養成

するためのトレーニング教材の開発であり、

兵庫県で試験的に運用される予定です。

都市化と都市部の健康危機管理は、人

類にとって21世紀を特徴づける課題である

と同時に、より良い都市を形成する機会で

もあります。戦略的に互いに学び合い、ま

た継続的に連携をとって支援し合うことが

必要となります。歴史から学び、複数の関

係機関による協力体制を最大限に活用し、

都市の回復力を積極的に強化し維持する

必要があります。危機や災害に備え、対応

し、回復する力をつけ、健康に対する悪影

響を軽減し、社会経済や環境への影響を

最小限に抑えることが重要です。

毎年、WHO加盟国5 ヶ国に1ヶ国の割合で、多様な危険要因による非常事態、災害、危機、紛争が起こっています。災害が発生する

と、特に都市部には人口が集中していることから、保健医療制度に突然膨大な負担がかかります。都市部の健康危機管理（UHEM）の

分野では、都市部における緊急事態や災害、そして気候変動がもたらす健康上のリスクに取り組んでいます。

UHEMの目的

気候変動によるリスクを含む災害に対処できるよう、都市部の脆弱性を軽減し、改め、最適な準備を整え、保健医療制度を

強化するための政策提言を策定する

主な研究領域

・  都市部の健康危機管理に関する戦略的方向性の決定

・  地域や国家レベルのアクターを支援するための連携強化・

拡張

・  地球規模の災害リスクの低減、防災、対応力、復興への支

援

2012年の主な成果

WHOの成果管理システムおよびWKCの2011 ～ 2015年の戦略に示されてい

る目標値に対する進歩

災害や気候変動リスクへの
対処として保健システムを
強化する政策を導入した

都市数

脆弱性評価に基づいて
優先的重点事業を
決定した都市数

脆弱性評価を行った都市数

21

2015年までの目標値
2012年までの達成値

5

10

6

10

都市部の健康危機管理
2012年までの成果 都市に災害回復力をつける10のチェックリスト

□ 災害リスクを理解し軽減するための組織づくりと協力体制の整備を行う。

□ 災害リスク軽減のために予算を割り当て、住宅所有者や低所得家庭、コミュニティ、企業、公共機関がリスク軽減に向けた投資を行うようインセンティブを与える。

□ 危険性や脆弱性に関するデータを最新の状態に保ち、リスク評価を行い、評価結果に基づいた都市開発や政策決定を行う。

□ リスクを軽減する重要なインフラに投資し、それを維持する。

□ すべての学校や保健施設の安全性を調査し、必要に応じて補修・改修する。

□ 現実的でリスク対応の規格に準拠した建築基準と土地使用計画の法令を整備し施行する。

□ 学校や地域社会で、災害リスク軽減に関する教育プログラムや訓練を確実に実施する。

□ 都市の弱点となりうる洪水や高潮、その他の災害の被害を軽減するために、生態系や自然界が果たす緩衝の役割を保護する。

□ 地域に早期警報システムを導入し、危機管理能力を高め、一般市民向けの防災訓練を定期的に行う。

□ いかなる災害においても、被災者や地域組織を支援し、復興においては必ず被災者の要望を核に据えるようにする。
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2013年、WKCは、健康に関する社会的決定要因と健康の公

平性に取り組む中核的研究機関としての更なる強化を図りま

す。都市部の健康に関する課題、そしてアジアや全世界で広が

りを見せる高齢化社会の課題に取り組みます。こういった意欲

的な目標を達成するために、WKCは、「健康な高齢化のための

イノベーション」という4つ目となる事業分野を立ち上げる予定

です。この事業の目的は、社会に即した応用可能なイノベーショ

ンを促進させる総合的な研究を行い、生産的で健康な高齢化を実

現することです。

WHO神戸センターは、都市部の健康は世界的な健康課題である

と主張し、都市部における健康の公平性の問題に取り組んできまし

た。この実績が、来るべき世紀における課題である「高齢化社会

に向けたイノベーション」という、都市化と健康に類似した課題に役

立てられると考えています。

世代を超えて公衆衛生と医療のあらゆる側面で、イノベーションは

重要な鍵となっていますが、WKCが特に力を入れているのは、加盟

国やWHO事務局長が優先課題として挙げている非感染性疾患と人

口の高齢化という差し迫った2つの問題への取り組みへの支援です。

これらは、日本やアジアだけでなく、すべての開発途上国や急激な

成長を遂げつつある新興経済国にとってとりわけ関係の深い問題な

のです。

まず優先的に実施すべきことは、低・中所得国において高齢者を

サポートし、より生産的で健康な加齢を実現する医療機器や補助器

具、診断法において、最も必要なものと欠けているものを特定するこ

とです。適切で安価かつ社会的に受入れ可能な技術の開発に向け

て産業界に働きかけるには、製品を使用する上での障害や、高齢者

の要望を理解することが必要不可欠となります。

この意欲的な目標を達成するために、WHO神戸センターはこれま

での経験を生かして、格差の測定、多部門でのオペレーションズ・リ

サーチ、政策の選択肢の提示や老年学的研究における経験と知見

を集約し、イノベーションを促進するための総合的アプローチを推進し

ます。WKCの専門性と、都市部の健康と都市計画システムにおけ

るネットワークは、革新的な解決策を検証し実証するために必要な基

盤となるでしょう。

WKCとWHOが持つ各国の情報を用いることで、疾病負担、リス

ク要因の広がり、経済状況、ガバナンス能力、研究開発および製

造能力といった、国毎に異なる影響を受けやすい情報を統合すること

が可能になります。

WHO神戸センターの研究分野健康な高齢化のためのイノベーション

Ageing and
Demographic Change

Environmental
Change
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Innova	onUrbaniza	on

W
HO

 /C
hr

is 
de

 B
od

e

V.	未来に	向けて　

高齢化に対処できる技術的・社会的イノベーションのための知識ベースを
拡大させるために、WKCはWHO本部や各地域事務局と連携し、
以下の課題に優先的に取り組んでいます。

 1.    高齢化が進むアジアの国々において、医療機器や補助器具に対するニーズだけでなく、保健・社会サービスに必要

な介入策を調査します。その次の段階として、高齢者の要望に沿った都市計画や公衆衛生事業への取り組みを進め

ていきます。

 2.    高齢者のための社会的・技術的イノベーションに関する、より包括的な研究課題の策定を行います。WKCは、

WHOの他の部門と協力して、様々な関係諸機関の役割や貢献についてさらに調査を進めていきます。 

 3.    WKCが開発した都市やコミュニティの加齢適合性（Age-Friendliness）の評価指標の試験的導入を行います。こ

れは、アーバンハートとJ-AGESを基礎としたものです。

 4.    「健康な高齢化のためのイノベーション」についてのグローバル・フォーラムを神戸で開催します。政府や学会、産

業界、医療従事者、市民団体の代表者の参加により、高齢化社会に適したイノベーションの開発をさらに促しま

す。また、特別諮問グループを形成し、この試みを支援します。

 5.    高齢者を対象とした革新的な製品や手法についての疫学や需要、機会などの情報を、産業界を含めた関係諸機関

が入手できるよう支援します。

都市部の健康
WKCは、これからも健康格差の測定とその対処に焦点を合わ

せて、都市化と健康の問題を研究するWHOの取り組みを主導し

ます。その計画性の如何を問わず、急速に進む都市化の影響を考

えると、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを実現する政策を

立案し、ミレニアム開発目標達成へ寄与するとともに、ポスト

2015年開発目標も念頭に研究を進める上で、都市化に関連する

保健課題を検討することは極めて重要です。
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諮問委員会は2011 ～ 2012年のWKCの成果と進捗状況を確認し、WKCの今後の活動の方向性や活動の優先順位について議論しま

した。そして、WKCの戦略的かつユニークな活動と、健康の公平性の実現に向けて、研究と活動を結びつけることに焦点を当てつつ都

市化と健康の問題に取り組むその姿勢が、全会一致で高く評価されました。健康の公平性に関するWKCの今までの活動によって、世界

的な公衆衛生を扱うWHOの今後の優先事業を前進させる強力な基盤が築かれ、強固なエビデンスが得られました。この優先事業には、

保健システムの強化、イノベーション、情報・エビデンス、非感染性疾患、高齢化、そして都市部の健康危機の政策分析に関するもの

などがあります。また、諮問委員会は神戸グループの強固な支援に感謝を表明しました。

諮問委員会での議論の要約は、以下の通りです。

	 1.	� 健康の促進や保健政策におけるイノベーションにとって、都市は主要な拠点であり試験地であるとして、都市の重要性を認

識した。また、地元の経験を広い地域や世界的なフォーラムで広めているWKCの役割を評価した。

	 2.	� WKCにおける、禁煙都市や健康的な都市計画など、非感染性疾患の予防を目的とした多部門連携アプローチのための実

践的な指針の開発と取り組み、そしてその継続の必要性を確認した。

	 3.	� 2012年の世界保健総会での「高齢化と健康」に関する決議や、非感染性疾患の予防および管理に関する国連総会の政

治宣言、日本やアジアで現在行われているイノベーションから得られた知見、そしてWKCの現在の専門性などに言及し、

健康な高齢化のためにWKCが貢献する必要性を強調した。

	 4.	� WHO事務局が開催する会議（世界保健総会や地域委員会など）において、WKCの活動や、都市部の健康や健康の公平

性に関する課題について加盟国に報告する機会を持てるよう、WKCに強く勧めた。

	 5.	� WKCの事業を進めるにあたって、神戸グループや厚生労働省、日本の研究機関との間に築かれた協力体制に謝辞を示し、

特に、神戸グループからの継続的な支援について称賛した。

諮問委員会による、センターの活動に対する提言は以下の通りです。

	 1.	� 都市部の健康評価、都市部の保健行政、都市部の健康危機管理という3つの柱を中心に総合的なアプローチをとる2012

～ 2013年の2年間の事業計画を実現する。さらに、健康な高齢化のためのイノベーションという新たな柱を活動に加える。

更に、WKCに対して、既存の人的財政的資源を鑑みた上で優先課題の選定を行うよう強く促す。

	 2.	� エビデンス、モデル、ツール、指針を更に開発することで、効率的に行政を支援し多部門連携事業を活用して、保健と健

康の公平性に焦点を当てた都市政策の立案を促す。また、こうした政策の効果を評価し記録する取り組みを支援する。

	 3.	� 様々な規模の都市において、健康の公平性の格差に関するエビデンスをさらに集積できるよう、アーバンハートを活用した

新たな公衆衛生事業を特定する。都市やコミュニティの加齢適合性の評価指標の開発と試験的適用が一例である。

	 4.	� 都市部の健康の公平性と広範な健康の社会的決定要因に関する研究を進め、すべての政策において健康の視点を取り入

れる働きかけを続けるため、過去と現在の連携を維持していく。

	 5.	� 非感染性疾患のリスク要因である喫煙、栄養不足や運動不足の問題への対策を示すWHOの指針の導入に向けて、利用で

きるリソースを活用しつつ、各都市への働きかけを継続・強化する。

	 6.	� 日本国内の緊急時におけるWKCの役割と関与についての対応計画を作成する。例えば、都市部の健康危機管理に特化し

た教訓など、重要な政策やプログラムの課題を文書化する。

	 7.	� WKCが有する専門性やネットワーク、あらゆるレベルでのWHO各部門との協力関係を活用して、健康な高齢化のためのイ

ノベーションを推進するための新しいアジェンダを作成し実践する。これには、高齢者の要望や、革新的な社会的・技術

的解決策に関する情報交換への支援も含む。

	 8.	� これまでの知見を活かして社会的イノベーションに力を入れる。また、WHO本部の技術的イノベーションに関する研究と、

国内外の機関で実施されている保健に関する技術研究との橋渡しを行う。

	 9.	� WKCの研究活動の成果を高めるために、世界の一流の専門機関や大学、研究所との連携をさらに強める。

	 10.	� WKCの研究活動内容の普及を含めて、相互に有益となる研究領域において、国内の研究機関との連携を拡大し続ける。

	 11.	� WKCが提案している広範な活動プログラムや、WHO本部や地域事務局との積極的な連携を考慮し、WKCの目標を達成す

るために必要となるリソースを動員することを十分に検討する。

	 12.	� WKCの活動にあたっては、この報告書に記載されている諮問委員会による議論および見解を尊重する。

付録１：	�2012年WHO健康開発総合研究セ
ンター諮問委員会による提言

第16回WHO健康開発総合研究センター諮問委員会（2012年11月13－14日）
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神戸センターの 年度高齢化と健康
に関する研究報告

が提唱する高齢 化 社会への取り組み

日本たばこ産業のマナー戦略とたばこ規制政策

世界禁煙デー 記念フォーラム
『たばこ産業の干渉を阻止しよう』

健康寿命に関する国内外の研究の動向とその有用性の検討

付録２：	�2012年WKC公開フォーラム、出版物
	 および研究発表
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たばこ規制 世界と日本

兵庫県受動喫煙防止条例をめぐって

年世界禁煙ウィーク兵庫県民フォーラム

禁煙都市：都市における受動喫煙防止の取り組み
世界禁煙デー・大阪記念の催し：受動喫煙防止で「みんなが笑
顔の大阪に！」

都市化と健康
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神戸センターにおける禁煙都市の取り組み
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付録3：	�2012年インターンおよびボランティア名簿
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